〈消費税廃止各界連絡会〉２０１３年６月版・地方選挙告示中用（案）＊アレンジしてください。

●みなさんこんにちは。こちらは消費税増税に反対する各界連絡会です。
自民党安倍政権は、１年後にはなんとしても消費税の税率を８％に引き上げようとしています。私たちは大増税中止を求める国会請願署名へのご協力を訴えています。
●消費税はそもそも、弱い立場の人に重い、不公平な憲法違反の税金です。世論調査でも国民の過半数が増税の中止を求めています。そもそも消費税の増税は一度も選挙で国民の審判を受けていません。国会議員は、公約を守り、政府は国民の声に耳を傾ける責任があります。増税勢力にキッパリと審判を下し、国民の暮らしも国の財政も再起不能に追い込む消費税大増税をやめさせましょう。

●安倍首相は、デフレと円高からの脱却、名目２％以上の経済成長達成などを掲げ、「アベノミクス」と呼ばれる強気な経済政策案を掲げています。
私たちの生活を振り返ってみましょう。私たち庶民は円安で、ガソリンも小麦も缶詰も、生活必需品はみんな値上げラッシュです。さらに消費税が増税されれば生活できません。
●消費税を１０％にすれば、社会保険料の負担などとあわせ、年収５００万円のサラリーマン、４人世帯で年間３１万円もの負担増になると、政府が試算しています。１カ月分の給料が消費税でなくなってしまう計算です。
働く人の所得が減り続けているいま、消費税を増税すれば、家計の底を突き破り、デフレに苦しむ日本経済を奈落の底に落とします。被災者にもさらなる苦しみを押しつけることになり、許すわけにはいきません。賃金を上げ、中小企業への支援を強化すること、収入の多い人からは多く、少ない人は少ない税金を納めるという応能負担の原則を徹底し、消費税増税をやめさせ、国民のふところをあたためることがデフレ脱却の大きな決め手です。
●そもそもデフレの原因は、企業が内部留保や株主配当に偏重し、人件費を圧縮し、消費にお金が回らなくなったことです。企業の経常利益は、１９９７年を１００とすると、現在は１６３％に増えています。一方、労働者への報酬は８８％まで落ち込んでいます。金融緩和や公共事業で大企業を優遇しても、内部留保が増えるばかり。肝心な国民のふところが暖まらなければ、根本的な解決にはなりません。消費税増税に賛成という有識者もデフレの最大の原因は国民の所得低下。内部留保を活用すべきとの声が上がっています。
●また、「アベノミクス」によって、「消費税増税が必要」と言ってきた口実が総崩れになっています。「社会保障のため」と言っていたのに、生活保護は大幅削減、介護、医療、年金、保育などあらゆる分野で給付の削減と負担増が計画されています。「財政再建のため」といっていたのに、大都市環状道路や国際コンテナ戦略港湾など無駄と浪費の巨大公共事業のバラマキが復活しています。
●「アベノミクス」で潤うのは大企業ばかり。消費税を増税しても国の税収は増えません。いま、必要なのは、長引く不況で冷え切った庶民の懐を直接温め、被災地で苦しんでいる大震災の被災者や、失業・就職難で苦しんでいる人が安心してくらせる社会をつくることです。
●みなさん、フランスでは、消費税増税を決めていた大統領を選挙で取り換えて、消費税の増税を中止し、高額所得者への課税の強化に切り替えました。フランスにできて日本でできないはずはありません。日本でもこれまでに、選挙を通じて何度も大増税をやめさせてきた歴史があります。
●いま、私たちに問われているのは、国民のくらしや社会保障を大切にする政治にするのか、大企業やアメリカの言いなりに消費税増税やＴＰＰ参加を推し進める政治を許すのかという歴史の岐路の選択です。
●みなさん、ご一緒に増税を中止できる国会を作りましょう。「消費税増税反対」の声を大きく上げましょう。「増税は困る」のあなたの声を国会請願署名に託してください。ご協力をお願いします。


















